別表５（第５条関係）

保有する資格等により免除できる科目について

	居宅介護職員初任者研修
	対象者
	看護師又は准看護師の資格を有する者

	
	免除可能な科目
	全科目

* 看護師の業務に従事していた時期から相当の期間を経ている者又は在宅福祉サービス若しくはこれに類似するサービスの従事経験のない者については、職場研修等を適切に行うことが望ましい。

	障害者
居宅介護

従業者

基礎研修
	対象者
	重度訪問介護従業者養成研修基礎課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・居宅介護に関する講義(3時間)のうち、重度の肢体不自由者に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、重度の肢体不自由者に関するもの

	
	対象者
	重度訪問介護従業者養成研修追加課程又は重度訪問介護従業者養成研修統合課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・居宅介護に関する講義(3時間)のうち、重度の肢体不自由者に関するもの

・障害者及び老人の疾病、障害等に関する講義(3時間)のうち、重度の肢体不自由者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、重度の肢体不自由者に関するもの

・医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する講義(5時間)のうち、重度の肢体不自由者の医療に関するもの

	
	対象者
	同行援護従業者養成研修一般課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・障害者福祉及び老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義(4時間)のうち、視覚障害に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関するもの

・障害者及び老人の疾病、障害等に関する講義(3時間)のうち、視覚障害者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、視覚障害に関するもの

・医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する講義(5時間)のうち、視覚障害に関するもの

	
	対象者
	行動援護従業者養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・障害者福祉及び老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義(4時間)のうち、知的障害及び精神障害に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関するもの

・障害者及び老人の疾病、障害等に関する講義(3時間)のうち、知的障害者及び精神障害者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、基礎的な移動の介護に係る技術に関する講義

	
	対象者
	全身性障害者移動支援従業者養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・障害者福祉及び老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義(4時間)のうち老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義を除いたもの

・居宅介護に関する講義(3時間)

・障害者及び老人の疾病、障害等に関する講義(3時間)のうち、全身性障害者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、基礎的な移動の介護に係る技術に関する講義

	
	対象者
	知的障害者移動支援従業者養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・障害者福祉及び老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義(4時間)のうち老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義を除いたもの

・居宅介護に関する講義(3時間)

・障害者及び老人の疾病、障害等に関する講義(3時間)のうち、知的障害者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、基礎的な移動の介護に係る技術に関する講義

	
	対象者
	従前の本要綱に基づく視覚障害者移動介護従業者養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・障害者福祉及び老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義(4時間)のうち老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講義を除いたもの

・居宅介護に関する講義(3時間)

・障害者及び老人の疾病、障害等に関する講義(3時間)のうち、視覚障害者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、基礎的な移動の介護に係る技術に関する講義

	
	対象者
	従前の本要綱に基づく日常生活支援従業者養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・居宅介護に関する講義(3時間)

・障害者及び老人の疾病及び障害等に関する講義(3時間)のうち、全身性障害者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義(3時間)のうち、全身性障害者の基礎的な介護に係る技術に関する講義

	全身性・知的障害者移動支援従業者従業者養成研修課程
	対象者
	全身性障害者移動支援従業者養成研修課程又は知的障害者移動支援従業者養成研修課程のいずれかを修了し、その修了日から１年以内に他の移動支援従業者養成研修課程を受講する者

	
	免除可能な科目
	・障害者（児）福祉の制度とサービス（２時間）

・ガイドヘルパーの制度と業務（１時間）

・ガイドヘルパーの職業倫理（１時間）

	同行援護従業者養成研修一般課程
	対象者
	視覚障害者移動支援従業者養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・視覚障害者（児）福祉の制度とサービス（１時間）

・障害・疾病の理解（２時間）

・障害者（児）の心理（１時間）

・基本技能（４時間）

・応用技能（４時間）

	
	対象者
	全身性障害者移動支援従業者養成研修課程又は知的障害者移動支援従業者養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・視覚障害者（児）福祉の制度とサービス（１時間）

	
	対象者
	盲ろう者向け通訳・介助員養成研修課程を修了した者

	
	免除可能な科目
	・視覚障害の理解と疾病②（0.5時間）
・視覚障害者（児）福祉の制度とサービス（1.5時間）
・同行援護従業者の実際と職業倫理（2.5時間）
・代筆・代読②（0.5時間）
・誘導の基本技術②（３時間）
・誘導の応用技術（場面別・街歩き）②（１時間）


※　通信添削によって行う講義科目及び面接指導科目については、上記に関わらず免除することはできない。

※　科目免除に該当する者であっても、全科目受講することが望ましい。
別記第１号様式（第５条関係）

居宅介護従業者等養成研修科目免除申請書

　　年　　月　　日　　

（居宅介護従業者等養成研修実施者）　様

氏名　　　　　　　　　　　　印

住所　〒

生年月日

　和歌山県居宅介護従業者等養成研修実施要綱第５条第２項の規定により、居宅介護従業者等養成研修科目の免除を申請します。

記

	研修の名称及び課程
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課程　　　　　

	科目免除事由
	


※　必要に応じて、資格証明書の写し及び実務経験証明書を添付すること。

別記第２号様式（第５条関係）

居宅介護従業者（訪問介護員）実務経験証明書

　　年　　月　　日　　

（居宅介護従業者等養成研修実施者）　様

所在地　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

下記の者の居宅介護従業者（訪問介護員）としての実務経験は、以下のとおりであることを証明します。

	氏　　　　名
	

	住　　　　所
	〒



	電　話　番　号
	

	事 業 所 名 称
	

	居宅支援（介護保険）事業者番号
	

	雇  用  形  態
	常勤　　・　　非常勤　　・　　登録

	居宅介護従業者（訪問介護員）としての従事期間及び介護業務に従事した日数
	従  事  期  間
	　　　年　　　月　　　日から

　　　年　　　月　　　日まで

	
	従事期間の日数
	日

	
	従事期間のうち、介護業務に従事した日数
	日


【記入方法】
１　「氏名」：証明を受ける者の氏名を記入すること。

２　「住所」：証明を受ける者の住所を記入すること。

３　「電話番号」：証明を受ける者について記入すること。

４　「事業所名称」：証明を受ける者の勤務先事業所の名称を記入すること。

５　「居宅支援（介護保険）事業者番号」：上記事業所の居宅支援事業者番号、又は介護保険事業者番号を記入すること。

６　「雇用形態」：上記事業所との雇用形態を「常勤・非常勤・登録」のいずれかに○印をすること。
* 「常勤」とは　･･･定期的に雇用され、かつ当該事業所において定められている常勤としての勤務時間数（週32時間以上）での雇用を指します。

「非常勤」とは･･･定期的に雇用され、かつ当該事業所において定められている常勤としての勤務時間数未満での雇用を指します。

「登録」とは　･･･不定期に１日単位又は１時間単位等での雇用を指します。

* 同一事業所での雇用形態が途中で変更した場合（非常勤から常勤に雇用形態が変更した等）、雇用形態により複数枚に分けて証明書を作成すること。
７　「従事期間」：証明を受ける者の上記事業所での居宅介護従業者（訪問介護員）としての雇用期間を記入すること。

８　「従事期間の日数」：従事期間中、従事した日数を計算し記入すること。

９　「上記期間のうち、介護業務に従事した日数」：従事期間のうち、居宅介護従業者（訪問介護員）として介護業務に従事した日数を記入すること。事務処理・職場研修等の居宅介護（訪問介護）外の業務に従事した日数は含みません。

* 施設、デイサービスセンターでの介護職員としての従事経験は、「居宅介護従業者（訪問介護員）としての業務の従事日数」には含まれません。
別記第３号様式（第７条関係）

１．居宅介護職員初任者研修課程、障害者居宅介護従業者基礎研修課程、重度訪問介護従業者養成研修基礎課程、重度訪問介護従業者養成研修追加課程、重度訪問介護従業者養成研修統合課程、同行援護従業者養成研修一般課程、同行援護従業者養成研修応用課程、行動援護従事者養成研修課程修了の場合
(1)修了証明書様式

※用紙規格は、日本工業規格Ａ４とする。
	第　　号

修 了 証 明 書

氏　  名

（年号）　　年　月　日生

　指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成十八年厚生労働省告示第五百三十八号）に規定する研修の（別記課程）を修了したことを証明する。

（年号）　　年　　月　　日

和歌山県知事

（指定研修事業者名）　　

印




（２）修了証明書（携帯用）様式

※用紙規格は、縦91mm×横64mm以内とする。

	第　　号

印

修 了 証 明 書 ( 携 帯 用 )

氏　  名

（年号）　　年　月　日生

　指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成十八年厚生労働省告示第五百三十八号）に規定する研修の（別記課程）を修了したことを証明する。

（年号）　　年　　月　　日

    和歌山県知事　　　　　　　　　　　　　

（指定研修事業者名）　

和歌山県知事（指定事業者名）　印




２　全身性障害者移動支援従業者養成研修課程、知的障害者移動支援従業者養成研修課程修了の場合
(1)修了証明書様式

※用紙規格は、日本工業規格Ａ４とする。

	第　　号

修 了 証 明 書

氏　  名

（年号）　　年　月　日生

　和歌山県居宅介護従業者等養成研修事業実施要綱に定める（別記１）課程を修了したことを証明する。

なお、この研修は、指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成十八年厚生労働省告示第五百三十八号）第一条第二十号に掲げる研修の（別記２）課程に相当する研修課程である。
（年号）　　年　　月　　日

和歌山県知事

（指定研修事業者名）　　

印




（２）修了証明書（携帯用）様式

※用紙規格は、縦91mm×横64mm以内とする。

	第　　号

印

修 了 証 明 書 ( 携 帯 用 )

氏　  名

（年号）　　年　月　日生

　和歌山県居宅介護従業者等養成研修事業実施要綱に定める（別記１）課程を修了したことを証明する。

　なお、この研修は、指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成十八年厚生労働省告示第五百三十八号）第一条第二十号に掲げる研修の（別記２）課程に相当する研修課程である。
　年　　月　　日

    和歌山県知事　　　　　　　　　　　　　

（指定研修事業者名）　

和歌山県知事（指定事業者名）　印


　　　

３　精神障害者ホームヘルパー養成特別研修課程修了の場合
(1)修了証明書様式

※用紙規格は、日本工業規格Ａ４とする。

	第　　号

修 了 証 明 書

氏　  名

（年号）　　年　月　日生

　和歌山県居宅介護従業者等養成研修事業実施要綱に定める精神障害者ホームヘルパー養成特別研修課程を修了したことを証明する。

　

（年号）　　年　　月　　日

和歌山県知事

（指定研修事業者名）　　

印




（２）修了証明書（携帯用）様式

※用紙規格は、縦91mm×横64mm以内とする。

	第　　号

印

修 了 証 明 書 ( 携 帯 用 )

氏　  名

（年号）　　年　月　日生

　和歌山県居宅介護従業者等養成研修事業実施要綱に定める精神障害者ホームヘルパー養成特別研修課程を修了したことを証明する。

　
　年　　月　　日

    和歌山県知事　　　　　　　　　　　　　

（指定研修事業者名）　

和歌山県知事（指定事業者名）　印


　　
　　　

（別記）


・居宅介護職員初任者研修課程


・障害者居宅介護従業者基礎研修課程


・重度訪問介護従業者養成研修基礎課程


・重度訪問介護従業者養成研修追加課程


・重度訪問介護従業者養成研修統合課程


・同行援護従業者養成研修一般課程


・同行援護従業者養成研修応用課程


・行動援護従業者養成研修課程








（別記１）


・全身性障害者移動支援従業者養成研修


・知的障害者移動支援従業者養成研修





（別記２）


・全身性障害者外出介護従業者養成研修


・知的障害者外出介護従業者養成研修











